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◎定 義 

１ 法の「空家等」と条例の「空き家等」 

・法の「空家等」 

 ⇒「居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの 

  及びその敷地」とし、基本的指針においては、概ね年間を通 

  して使用実績がない建築物等を空家等の目安としている。 

・条例の「空き家等」 

 ⇒「現に人が使用していないもの及びその敷地」としている。 

☆条例には使用実績の条件がなく、空き家等を法よりも広く捉え 

 ることができる。 

２ 法の「特定空家等」と条例の「管理不全な状態（の空き家等）」 

両者とも、主に４つの要件を規定しており、いずれかに該当する

と判断された場合に、法又は条例の措置の対象となる。法につい

ては、特定空家等の判断に際して参考となる基準について、更に

詳細にガイドラインで示している。 

☆条例にある雑草の繁茂等については、法のガイドラインに明示 

 されていない。 

☆法には、条例にない景観の視点が加わっている。 



特措法と条例の整合性についての考察 



◎運用上の取扱い 

◆空き家等の状態が、法の対象となる「特定空家等」に該当する場合は、法に基づき対応する。 

 ※「特定空家等対策庁内検討委員会」において、特定空家等の判定及び指導内容の検討等を実施。 

◆「特定空家等」には該当しないが、条例の対象となる「管理不全な状態」に該当する場合は、条例に基づき対応

する。 

 【例１】建築物には目立った損傷は認められないが、敷地内の雑草が繁茂し、周辺の生活環境に悪影響を及ぼ

している（及ぼすおそれがある）と認められる場合。 

 【例２】空き家状態である期間が１年未満であるが、適正な管理がなされておらず「管理不全な状態」に該当

すると認められる場合。 

⇒ 法と条例の併用により、特定空家等に対しては、法の権限をもって対応できるとともに、特定空家等に該当し

ない管理不全な空き家等に対しても、条例での対応が可能 

⇒ より幅広い状態の空き家等へ対応することで、市民の良好な生活環境を確保 

◎条例改正の内容（平成28年3月） 

１ 特定空家等に対しては、第６条（調査等）から第９条（命令）までの規定を適用しないこととする。 

・第６条（調査等）と第９条（命令）が無効である状態では、第７条（指導）、第８条（勧告）の実効性が損な

われることから、当該２条も併せて適用しないこととする。 

・第６条（調査等）から第９条（命令）までの条例の規定は、特定空家等を除く管理不全な空き家等に対し、適

用することとする。 

２ 第１０条（公表）の規定については、特措法の命令に従わなかった者にも適用させる。 

・特措法に規定していない公表について、特定空家等に対しても適用させることとする。 


